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 資料６－１  

障害者差別解消法 
合理的配慮の提供等事例集の作成について（案） 

 

 

１ 目的 

平成２８年度に実施した「障害者差別事例及び合理的配慮の好事例等の調査」

結果やこれまでの相談・受付内容を踏まえ、合理的配慮の好事例等を事例集と

してまとめ、事業者及び都民の障害者差別解消法への理解を深め、合理的配慮

の実践に向けた取組を促進する。 

 

 

２ 事例集コンセプト（案） 

 事業者、都民にとって「合理的配慮の提供」につながる行動をイメージ

しやすく、実践できる事例集とする。 

 

 

３ 事例集（案） 

（１）事例の掲載方法について 

 場面別かつストーリー的に掲載 

都民にとっては、障害種別を知った上で障害者とかかわることよりも、

場面ごとで対応に困ることが多いと思われることから場面別に事例を掲

載する。 

加えて、ひとつの事例を掘り下げてストーリー的に掲載することで、実

践できるという印象を事業者、都民に伝えたい。 

 

参考：事例集（案）作成にあたって、他の自治体における事例集を掲載方

法別に分類分し、それぞれメリット・デメリットをまとめた。 

その中で、場面別掲載のメリットとストーリー的掲載のメリットを

合わせた掲載方法が、コンセプトに最も近いと判断をした。（表 1

参照） 
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（表 1） 

 

（２）掲載事例の抽出方法 

事例集の掲載事例の抽出方法は、東京都福祉保健局実施の「障害者への差

別事例及び合理的配慮の好事例等の調査」及び内閣府実施の「障害者差別解

消法に係る相談事例等に関する調査」に加え、これまでの相談・受付内容か

ら抽出する。 

  

（３）掲載する場面について 

掲載する場面については、事業者や都民がイメージしやすい、生活にお 

ける場面とする。具体的な分類については内閣府の合理的配慮等具体例デー

タ集の合理的配慮サーチの生活場面例の分類を参考に、以下の７つの場面を

想定している。 

 

① サービス（飲食・娯楽施設等含む） 

② 医療・福祉 

③ 公共交通 

④ 教育 

⑤ 雇用 

⑥ 行政機関 

⑦ 災害時 

 

 

（４）実際の掲載イメージについて 

・「事例集の掲載方法イメージ」（４ページ参照） 

・「教育場面での相談事例（掲載案）」（５ページ参照） 

 分 類 メリット デメリット 

① 場面別 

（沖縄県・茅ヶ崎・

明石市ほか） 

日常に落とし込みやすくイメ

ージしやすい。 

自身が体験したことのない

場面だとイメージしにくい。 

② 障害種別 

（名古屋・旭川市ほ

か） 

障害特性への理解が深まりや

すい。 

障害への対応が固定化され

かねない。多様性が伝わりに

くい。 

③ ストーリー的 

（宇部市・茨城県ほ

か） 

１つの事例を掘り下げられる

ことで、イメージが付きやす

く、具体的な対応がわかる。 

１つの事例のボリュームが

大きいため、たくさんの事例

が載せられない。 
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（５）事例集の配布先、今後の作成スケジュール等 

① 部数 

2万部発行を予定 

② 配布先 

事業者（加盟店含む）、公共交通機関、教育機関、当事者、行政機関

等 

③ ページ数 

２０ページ程度 

④ 内容（案） 

事例集作成の目的、障害者差別解消法について概要（不当な差別的取

扱いの禁止、合理的配慮の提供等）を説明の上、１５程度の事例につ

いて掲載。 

⑤ 作成スケジュール（案） 

・第３回地域協議会（本日）にて、掲載方法、掲載場面について検討。 

・事務局案について、各委員にメール等で御意見を頂戴しながら原稿

を作成する。 

・第４回地域協議会（Ｈ２９年１２月頃）にて原稿案について、提示。 

・第５回地域協議会（Ｈ３０年３月頃）にて完成版を配布。 

 

  

  



4 

 

「事例集の掲載方法イメージ」 

  

「相談事例」 

障害者から寄せられた相談事例 

「経過」 

その相談事例に至った経緯 

「合理的配慮の提供」 

行われた合理的配慮の提供について 

「ポイント・アドバイス」 

この事例で良い点、他に考えられる合理的配慮など 
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「教育場面での相談事例（掲載案）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談者は、担任の先生に直接相談をしました。そこで、全盲であるため、視覚以外で

情報を得る必要があることを説明し、相談者が持っているパソコンにあるソフトで音声

読み上げができるよう、資料をメール送付してほしいと提案しました。 

担任の先生は、個別の対応をしてよいのか判断しかねました。また学校から保護者へ

メールをしたことがなかったため、校長先生に相談をし、話し合いの場に参加してもら

うことにしました。 

 

 

 

 

校長先生も含めた話し合いの場で、学校のアドレスから、相談者へのメールで対応で

きることを確認しました。その後の学校からの資料はメールで配信しています。 

資料は元々、ワードなどで作成されたものが多く、メールでのやり取りがスムーズに

できています。 

「中学生と小学生の父親で全盲です。学校からの各種プリントは、紙のものは見ること

ができません。家族の者に読んでもらうだけでは、時間の都合などで読めないことも

多々ありますし、主体的に自分で読むことも親として当然のことなので、配慮をお願い

したいです。」 

「視覚障害といえば点字」と考えがちですが、現在は、IT 技術の向上により、簡便

な方法で情報提供できる場合もあります。また、視覚障害者すべてが点字を利用してい

る訳ではありません。弱視であれば、拡大文字や視覚補助具等で読むことができる場合

もあるなど、視覚障害でも個人差があり適切な情報保障は様々です。一人ひとりに合っ

た方法をよく聞いて対応することが必要です。 

 また、この事例は、保護者への合理的配慮の提供事例でした。保護者への合理的配慮

の提供は今後の課題として検討していきたい事例です。 

「経過」 

 

「合理的配慮の提供」 

 

「相談事例」 

 

「ポイント・アドバイス」 

 

相談者：視覚障害者 

話し合いの場 

・視覚障害者である保護者 

・担任の先生・校長先生 


